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少し遅くなりましたが、あけましておめでとうございます。今年もお庭番日誌を、どうぞよろしくお願いいたします。
せっかくの正月休みではあったものの、昨年末の民主党の税制調査会・社会保障調査会の合同会議が深夜近くまで時間がかかるなかで、年のせいもあるのだろう、すっかり風邪をひいてしまった。正月三が日は、ほとんど外に出ることもなく家の中でごろ寝を決め込んだ次第であった。それでも、正月恒例の箱根駅伝のテレビ中継で、4年連続区間賞を取った東洋大学の柏原選手が、芦ノ湖畔に向けて峠道を快走する姿を見て、何というすごい選手なのだろう、と感心してしまった。と同時に、来年は、だれがあの5区を走ることになるのだろうか、などと心配などしていたのだが、必死になって襷を伝えていく姿に、政治の世界でも、どのように襷(社会保障・税一体改革)を後世代に正しく真剣に繋いでいくのか、問われているように思える。野田総理には、最初に一般消費税導入を提起し、選挙戦中に亡くなられた大平正芳元首相から始まった税制改革の襷を、このまま途中で挫折しないで頑張り続けて先ずは芦ノ湖畔まで辿り着いて欲しい。
□野田総理には継続して改革を推進してもらいたい
さて、今年はどんな年になるのだろうか。政治の世界では、指導者が大きく交替する年に当たりそうである。アメリカ、ロシアともに大統領選挙の年に当たり、中国も秋には習近平国家主席体制へと移行することが約束されている。近くは台湾総統、韓国も大統領選挙があり、フランスはサルコジ大統領が、再選されるかどうか微妙な情勢だという。問題はわが日本であり、ぜひとも野田総理には長期政権を担って欲しいと思う。「総理1年の使い捨て」では困るのであり、内政面では社会保障と税抜本改革、すなわち2014年4月に消費税8%、2015年10月には10%へ引き上げるとともに、さらに2020年以降に向けて、もっと大きな財政再建の課題が待ち受けている。できればまず2015年度までの改革の実現とともに、さらなる先の改革の目途をつけるところまでやっていただきたいと思うのだが、その間に確実にある総選挙、あるいは今年9月にある民主党代表選挙、さらには一番の問題である参議院の現状を変えるための2013年7月の参議院選挙と、立て続けに野田政権は国民からの直接間接の真価が問われることになる。それを乗り切って、堂々と改革を実現してもらいたいものだ。それにしても、民主党の代表選挙規定の改革で、代表選挙は2年に1度から3年に1度へと変更になったようだが、むしろ総理大臣に在任中は行わない方が良いのではなかろうか。4年に1度は必ずあるし、解散総選挙になれば、その時にうまく時間を作りながら代表を選出していくというのが望ましい姿ではなかろうか。
□二大政党制から「穏健な多党制」へと転換する選挙制度改革を
もう一つやってもらいたいことがある。それは、政治改革の実現であり、55年体制が崩壊して以降、これまで目指していた2大政党制が、日本でうまく機能できないのではないか、という点の改革である。選挙制度が1994年1月小選挙区比例代表並立制を採用したことにより、確かに衆議院では事実上2大政党が政権交代を競うことが可能になったのであるが、参議院の方が1人区2人区3人区5人区それに全国比例区という形で、しかも3年に一度の半数改選となっており、衆議院と同じような2大政党制になることはなく、また単独で参議院で過半数を獲得できる可能性も極めてまれでしかない。ほぼ事実上ありえない、とみてよい選挙制度である。その結果が、衆議院でどんなに多数を取ったとしても、参議院で過半数が取れず、衆参が捻じれてしまって内閣で何を決定しても、参議院で否決されることで政治の機能不全が露呈する。今、民主党政権が直面している現実や、2007年参議院選挙以降の自民党政権がまさにその代表例であり、このような状態が続けば国民からの政治不信が高まることは必至であろう。それだけに、最高裁から一票の格差を違憲状態と問題提起されている今日、衆参両院でこの問題に解答を出していくべき絶好のチャンスだと思える。憲法改正という大問題もあるのだが、法律改正によってかなり解決できるとしたら、選挙制度改革やそれに伴う国会改革を進める以外にない。ここは両院議長の出番でもあり、ぜひとも早く行動してもらいたいと思うのだがいかがであろうか。
□大連立政権から政界再編成へ、日本政治のたどるべき道筋
もう一つ、新春の夢として提起したいのが、政界再編成であろう。今の政界において、政党とはいったいなんだろう、と思わざるを得ない点がしばしばある。理念が全く違うもの同士が同じ政党として存在し、しかも中選挙区ならいざ知らず、小選挙区では選挙区が違えば、同じ政党なのに異なった政策的立場に立つ姿は異常である。これは何も民主党だけではない。自民党でも内部に「上げ潮派」と「財政再建派」の違いがあり、早くその違いを乗り越えて政界の再編成ができないものか、と思うものである。かつて「55年体制」の中選挙区制時代には、社会党が政権交代を実現する力を欠いていたわけで、政権が代わるということは、自民党内の派閥の親分が交互に総理大臣の椅子を分け合っていたのだ。時の政権が「タカ派」で問題を起こして国民の批判が強くなると、今度は「ハト派」の総理大臣が就任して国民の目を一時的にせよ変化させることで乗り切ってきたのである。自民党内にはその名残として派閥が存在しているし、それぞれ政策の基本理念(反共産主義では一致)では違っていても、存在できていたのだが、民主党の場合には、96年に民主党が結集して以降、98年には新進党の解散による大合併と2003年小沢自由党の合体によって今日の姿に近づいてきたのだ。とにかく「政権交代」というスローガンで一致していたのだが、政権獲得してみると、外交でも内政でも考え方の違いが出てきている。ここは一度政界再編成が必要な局面に来ているのだと思う。必要なことは、政党としての理念・綱領、学校、シンクタンクなどをきちんと揃えていくべきであり、少なくともそれらを完備していない政党には政党助成金は支出すべきではないと思うのだがどうであろうか。まさに、政党法をきちんと明確にすべき時に来ているように思える。その前提として、大きく政界が再編成される必要があると思った次第である。そのためには、まず大連立政権を作り、選挙制度の改革や社会保障制度の改革と消費税率の引き上げによる財政再建の道筋をつける必要がある。そのうえで、きちんとした理念に立脚した新しい政党を作り上げていくべきだろう。もちろん、残念ながら大連立が今すぐできる可能性は極めて少ないわけで、ここは一度解散をして、総選挙後に進めていく以外にはあるまい。そんな『夢』のようなことを考えているのだが、いかがであろうか。
□民主主義国家としての誇りと矜持を持った胆力ある政治家が欲しい
さてさて、今週中には次の国会がいつから始まるのか決まりそうだが、二人の国務大臣に対する参議院の問責決議をどのように対処していくのか、まずはそこから始まりそうだ。肝腎な社会保障・税一体改革素案の与野党協議はどう見ても順調には進みそうもないと思ったのだが、今年に入って以降、野党の中には社民党と立ち上がれ日本両党が協議会参加に前向きだと報道されている。政治の世界は何が起こっても不思議ではないわけで、民主主義国家としての誇りと矜持を持った胆力ある政治家の出現を待ちたいと思う。
